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0高教政第 1737号
平成 21年 3月 27日

各市町村 (学校組合)教育長  様

高知県教育委員会事務局 教育政策課長

(公 印 省 略 )′

通勤手当に関する規則の一部改正について (通知)

育児短時間勤務制度の導入に伴い、通勤手当に関する規則 (昭和 33年高知県人事委員会

規則第 10号。以下「規則」という。)の一部が改正されました。

今回の改正により、規貝U別記第 2号様式「通勤手当決定 (改定)書」についても一部改

正が行われましたので、平成 21年 4月 1日 以降に交付する決定書につきましては、改正後

の様式によるものとしてください。 (改正後の様式は「給与の広場」からダウンロー ド可能

です。)                           タ

つきましては、管内の学校長及び教職員に対してもお知らせいただきますようお願いい

たします。



人 事 委 員 会 規 則

通 勤 手 当 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す

る 。

平 成 21年 3月 27日

高 知 県 人 事 委 員 会 委 員 長  起 塚  昌 明

高 知 県 八 事 委 員 会 規 則 第 11号

通 勤 手 当 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

通 勤 手 当 に 関 す る 規 則 (昭 和 33年 高 知 県 人 事 委 員 会 規 則 第 10

号 )の 一 部 を 次 の よ うに 改 正 す る 。

第 6条 の 2中 「地 方 公 務 員 法 (昭 和 25年 法 律 第 261号 )第 28条

の 5第 1項 に 規 定 す る短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る職 員 」 を 「地 方公

務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 (平 成 3年 法 律 第 HO号 )第 10条

第 3項 の 規 定 に よ り同 条 第 1項 に 規 定 す る 育 児 短 時 間 勤 務 の 承 認

を 受 け た 職 員 (同 法 第 17条 の 規 定 に よ る 短 時 間 勤 務 を す る こ と と

な っ た 職 員 を 含 む 。 )、 地 方 公 務 員 法 (昭 和 25年 法 律 第 261号 )

第 28条 の 4第 1項 若 し く は 第 28条 の 5第 1項 又 は 第 28条 の 6第 1

項 若 し く は 第 2項 の 規 定 に よ り採 用 され た 職 員 で 同 法 第 28条 の 5

第 1項 に 規 定 す る短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る も の 又 は 地 方 公 務 員 の

育 児 休 業 等 に 関 す る法 律 第 18条 第 1項 の 規 定 に よ り採 用 さ れ た 同

項 に 規 定 す る 短 時 間 勤 務 職 員 」 に 、 「 「 再 任 用 短 時 間 勤 務 職

員 」 」 を 「 「育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 」 」 に 改 め る。

別 記 第 2号 様 式 中 「再 任 用 短 時 間 勤 務 職 貝 」 を 「育 児 短 時 間勤

務 職 員 等 」 に 改 め る。

附  則

こ の 規 則 は 、 平 成 21年 4月 1日 か ら施 行 す る。



表照対十日新

1日

通勤手当に関する規則脚

(自 動車等使用者についての瑚

第 6条の2 次の各号に掲げる職員に係る通勤手当の条項第 2項第 2号に規定する

人事委員会規則で定める額は、支給単位期間につき、当該各号に定める額

18粂第 1

務職員傷U記第 2号様式において「育児短時間勤務職員等」という。1)の うち、

平均 l箇月当たりの通勤所要回数が 10回に満たない職員にあつては、その額に

100分の_50を乗じて得た欄 とする。

(1)・ 12J 略

第 2号様式轡黎条関係)

通勤手当決定敏 a書
陽明鳴参照 ]

通勤手当に関する規員J脚

剌 J                            
′

(自 動車等使用者についての支納

第 6条92次 の各号に掲げる職員に係る通勤手当の条項第 2項第 2号に規定する

人事委員会規則で定める額は、支給単位期間につき、当該各号に定める額崚

を占める職員傷U記第 2号様式において「再任用短時間勤務職員」という。)の

うち、平均1箇月当たりの通勤所要回数が10回に満たない職員にあつては、そ

の額に 100分の50を乗じて得た綱 とする。

(う
。Q) 田各

第 2号様式轡黎条関俯

通勤手章決定敏 角∋書

陽可紙参照]


